（様式第１号）
　　年　　月　　日
富山県人材活躍推進センター　
会長　新田　八朗　　殿
                              　所在地
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　       印
令和２年度人材育成・職場環境改善リーダー確保事業費補助金交付申請書
　標記の補助金に係る事業を下記のとおり実施したいので、令和２年度人材育成・職場環境改善リーダー確保事業費補助金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を申請します。
記
　１　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
　　　　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
　２　補助事業の実施計画（別紙１）
３　補助事業の経費配分及び収支予算（別紙２）
　４　その他関係書類
1 履歴事項全部証明書（※発行後3か月以内のもの）
（個人の場合は、開業届の写し又は事業が行われていることがわかるもの）
2 富山県税の全税目について滞納がないことの証明書（※発行後3か月以内のもの）
3 直近２期分の決算関係書類（個人の場合は、直近2期分の確定申告書の写し）
4 会社概要のわかるもの（パンフレット等）
5 新規雇用予定者の履歴書の写し（※中核人材確保コースに限る）
　　⑥ 人材開発支援助成金訓練実施計画届の写し（※中核人材育成コースに限る）
（別紙１）　　　　　　　　　補助事業の実施計画
１　補助事業を実施する事業所
	利用
コース
	１　中核人材確保コース　　　２　中核人材育成コース

	事業所名


	

	所在地
	

	従業員数
(申請日現在)
	企業全体
	
	人（うち正規※
	
	人、非正規
	
	人）

	
	事業を実施する事業所
	
	人（うち正規※
	
	人、非正規
	
	人）

	
	※正規従業員数には、常勤・フルタイムで雇用期間の定めのない労働契約を締結している従業員（取締役等の役員を除く。）の数を記載してください。

	資本金
	
	円
	直近の年度売上高
	
	円

	事業内容
	

	※産業分類
（該当分野及び業種を記載願います。）
	業種（　　　　　　　　　　　　　　　）


	担当者
	所属・役職
	
	フリガナ
氏名
	

	
	TEL
	
	FAX
	

	
	E-Mail
	


※募集要項を参照のうえ、ご記入ください。
２　補助対象者となるための要件確認チェック表
（該当項目の□にチェックしてください。）
（１）企業規模…どちらかに該当することが必要です。
	　□　１．富山県内に事業所を有する中小企業
（中小企業基本法第２条第１項に規定する会社及び個人）
□　 上記のうち、小規模企業
　　（中小企業基本法第２条第５項に規定する事業者）
　□　２．富山県内に事業所を有する直近の年度の売上高が500億円以下の中堅企業
※中核人材育成コースは、１．の企業のみ対象となります。


（２）その他の要件…すべて該当することが必要です。
	□　雇用保険適用事業所の事業者であること
□　厚生労働省が実施している雇用関係助成金について、不正受給をしてから３年以内の事業者でないこと
□　労働保険料を滞納している事業者でないこと（交付申請を行う年度の前年度より前の年度の労働保険料を滞納していないこと）
□　交付申請を行う日の前日から過去１年間に労働関係法令の違反を行っていない事業者であること
□　性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、又はこれらの営業の一部を受託する営業を行う事業者でないこと
□　富山県税の全税目について滞納がないこと
□　審査に必要な書類等を整備保管し、国や県による実地検査の受け入れに協力する事業者であること


	□　役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号（以下「暴力団対策法」という）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められる者ではないこと
□　暴力団（暴力団対策法第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者ではないこと
□　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者ではないこと
□　役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者ではないこと
□　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者ではないこと



※中核人材確保コース利用の場合に記載してください。
３　新規雇用予定者
	氏名
	
	　　歳
	男 ・ 女

	補助事業による雇用期間（予定）
	　　　年　　月　　日（　）～　　年　　月　　日（　）

	就業場所
	

	配属部署名
	

	役職名
	

	業務内容
	

	人材の確保、定着に向けた企業内の意識改革や職場環境改善等の取組み内容
	※当該人材を活用して、企業内で今後取組む内容を記載してください。


	中核人材として評価した
経験・能力
	

	新規雇用者の
確保方法
 (該当項目の□にチェックしてください。)
	□　人材紹介会社を利用（会社名　　　　　　　　　　）
□　ハローワークを利用
□　富山県人材活躍推進センター（　　　　　　　　）を利用
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	月額給与
	基本給
	
	円
	（手当内訳）


	
	諸手当
	
	円
	


４　補助対象経費及び新規雇用予定者の（該当項目の□にチェックにしてください。）
すべて該当することが必要です。
	□　当事業による補助対象経費について、国や県等から他の補助金を受けておら
ず、また受ける予定はない
□　新規雇用予定者は、富山県内の事業所において業務に従事する
□　新規雇用予定者について、当交付申請を行う日の前日から過去３年間に雇用関係、出向、派遣又は請負により就労したことがある者を再び雇い入れるものではない
□　資本関係を有する事業者で雇用されている者を雇い入れるものではない
□　県内に主たる事業所を有する事業者で雇用されている者を雇い入れるもの
ではない
□　県内の事業所において雇用されている者を雇い入れるものではない
□　新規学卒者及び外国人留学生ではない


５　補助事業の実施に伴う雇用創出効果（予定）
　　…補助事業の実施（中核人材の確保）に伴い（又は関連して）、雇用創出や正規社員化が見込まれる場合は、記載してください。
	　① 求職者から正規雇用へ
	
	人

	　② 非正規雇用から正規雇用へ
	
	人

	　※①、②のうち、良質な雇用
	
	人


注意１：「求職から正規雇用へ」とは、補助事業の実施に伴い（又は関連して）、新たに正規雇用する求職者数
注意２：「非正規雇用から正規雇用へ」とは、補助事業の実施に関連して、既存の非正規社員を正規雇用化する人数
注意３：良質な雇用とは、以下雇用条件を全て満たすものとします。
　①　補助対象期間中において実際に労働した時間数の1ヶ月当たりの平均が163時間以下
　②　補助対象期間中において実際に出勤した日数の１ヶ月当たりの平均が19日以下
　③　補助対象期間中における所定内給与額の１ヶ月当たりの平均が、232千円以上

※中核人材育成コース利用の場合に記載してください。
６　新規育成予定者
	氏名
	
	　　歳
	男 ・ 女

	補助事業による育成期間（予定）
	　　　年　　月　　日（　）～　　年　　月　　日（　）

	就業場所
	

	配属部署名
	

	役職名
	

	業務内容
	

	人材の確保、定着に向けた企業内の意識改革や職場環境改善等の取組み内容
	※当該人材を活用して、企業内で今後取組む内容を記載してください。



	育成目標

（補助期間終了時点での目標を具体的に記載してください。）
	

	育成責任者

職氏名
	

	国の人材開発支援助成金の利用予定
	※今年度における利用予定について記載して下さい（（　）内は訓練内容を簡潔に記載して下さい）。
第1回　年　　月　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
第２回　年　　月　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
第３回　年　　月　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	月額給与
	基本給
	
	円
	（手当内訳）


	
	諸手当
	
	円
	


７　新規育成予定者の訓練計画
	ＯＪＴ
	研修名
	指導担当者

職・氏名
	研修時間数（単位：時間、小数点第２位以下切り捨て）
	研修費用
	内訳

	
	
	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	

	ＯＦＦ‐ＪＴ
	研修名
	研修機関名
	研修時間数（単位：時間、小数点第２位以下切り捨て）
	研修費用
	内訳

	
	
	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	


	研修時間・費用計
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	


８　補助対象経費及び新規育成予定者の要件確認
（該当項目の□をチェックしてください。）
	□　新規育成予定者は、富山県内の事業所において業務に従事する




９　補助事業の実施に伴う雇用創出効果（予定）
　　…補助事業の実施（中核人材の育成）に伴い（又は関連して）、雇用創出や正規社員化が見込まれる場合は、記載してください。
	　① 求職者から正規雇用へ
	
	人

	　② 非正規雇用から正規雇用へ
	
	人

	　※①、②のうち、良質な雇用
	
	人


注意１：「求職から正規雇用へ」とは、補助事業の実施に伴い（又は関連して）、新たに正規雇用する求職者数
注意２：「非正規雇用から正規雇用へ」とは、補助事業の実施に関連して、既存の非正規社員を正規雇用化する人数
注意３：良質な雇用とは、以下雇用条件を全て満たすものとします。
　①　補助対象期間中において実際に労働した時間数の1ヶ月当たりの平均が160時間以下
　②　補助対象期間中において実際に出勤した日数の１ヶ月当たりの平均が19日以下
　③　補助対象期間中における所定内給与額の１ヶ月当たりの平均が、232千円以上

（別紙２：中核人材確保コース）
事業経費の配分及び収支予算
１　補助事業に要する経費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象経費区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	補助金交付
申請額
	積 算 内 訳

	新規雇用者給与
	
	
	
	
	月額　　　　円
×　か月

	社会保険料等
（事業主負担分）
	
	
	
	
	健康保険　　　　円
厚生年金　　　　円
雇用保険　　　　円


	合　　　　計
	
	(Ｂ)
	
	(Ｃ)
	
	


注意：補助金交付申請額(Ｃ)は、補助対象経費(Ｂ)に補助率を乗じて得た額。
　　　ただし、150万円を超えないものとし、1,000円未満の端数が生じた場合は切り捨て
　　　るものとする。
２　補助事業に係る収支予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	支　　　出
	収　　　入

	区分
	金額
	区分
	金額

	事　業　費
	
	自己資金
	

	
	
	補助金
	(Ｄ)
	

	合計
	
	合計
	


注意１：支出と収入の合計が一致するものであること。
注意２：補助事業に要する経費等の補助金交付申請額(Ｃ)と補助事業に係る収支予算の補助
金額(Ｄ)は一致するものであること。
（別紙３：中核人材育成コース）
事業経費の配分及び収支予算
１　補助事業に要する経費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象経費区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	補助金交付
申請額
	積 算 内 訳

	新規育成者給与
	
	
	
	
	月額　　　　円
×　か月

	社会保険料等
（事業主負担分）
	
	
	
	
	健康保険　　　　円
厚生年金　　　　円
雇用保険　　　　円


	研修費用
	
	(Ａ)
	
	
	別紙１参照

	合　　　　計
	
	(Ｂ)
	
	(Ｃ)
	
	


注意１：補助金交付申請額(Ｃ)は、補助対象経費(Ｂ)に補助率を乗じて得た額。
ただし、月額25万円×雇用月数を超えないものとし、1,000円未満の端数が生じた

場合は切り捨てるものとする。
注意２：研修費用 (Ａ)は補助対象経費総額(Ｂ)の１／３以下とする。
２　補助事業に係る収支予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	支　　　出
	収　　　入

	区分
	金額
	区分
	金額

	事　業　費
	
	自己資金
	

	
	
	補助金
	(Ｄ)
	

	合計
	
	合計
	


注意１：支出と収入の合計が一致するものであること。
注意２：補助事業に要する経費等の補助金交付申請額(Ｃ)と補助事業に係る収支予算の補助
金額(Ｄ)は一致するものであること。
注意：上記要件に欠落があった場合、当事業の対象とできません。


補助金交付決定後であっても、欠落が判明した場合は、交付決定を取り消すことになりますの


で、間違いのないようにご記入ください。





<所定内給与>


・超過労働給与額を除く労働契約、労働協約、あるいは事業所の就業規則などによってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給された現金給与額（所得税、社会保険料などを控除する前の額）とします。


　なお、超過労働給与額は、次のいずれかに該当する給与の額とします。


１　時間外勤務手当（所定労働日における所定労働時間外労働に対して支給される給与）


２　深夜勤務手当（深夜の勤務に対して支給される給与）


３　休日出勤手当（所定休日の勤務に対して支給される給与）


４　宿日直手当（本来の職務外としての宿日直勤務に対して支給される給与）


５　交代手当（臨時に交代制勤務の早番あるいは後番に対して支給される交代勤務給など、労


働時間の位置により支給される給与）





※研修時間数は、事業期間を通算して10時間×補助対象月数以上（小規模企業者は5時間×補助対象月数以上）であることが必要です。


※研修の概要（時間、実施時期、費用等）が確認できる書類（パンフレットや開催案内文書の写し等）を添付してください。





<所定内給与>


・超過労働給与額を除く労働契約、労働協約、あるいは事業所の就業規則などによってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給された現金給与額（所得税、社会保険料などを控除する前の額）とします。


　なお、超過労働給与額は、次のいずれかに該当する給与の額とします。


１　時間外勤務手当（所定労働日における所定労働時間外労働に対して支給される給与）


２　深夜勤務手当（深夜の勤務に対して支給される給与）


３　休日出勤手当（所定休日の勤務に対して支給される給与）


４　宿日直手当（本来の職務外としての宿日直勤務に対して支給される給与）


５　交代手当（臨時に交代制勤務の早番あるいは後番に対して支給される交代勤務給など、労


働時間の位置により支給される給与）








